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内閣府
宇宙開発戦略推進事務局軌道上サービスのルール作りの必要性
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軌道上サービス 有害な干渉のおそれ

「サービス衛星」の ｢正｣｢邪｣は使い方次第

非政府団体の活動も国の責任（宇宙条約第６条）

適切な国内法制上の措置を講じ、

を確保する国際的な責任
国の適切な監督下における、正当かつ平和的な意図･目的による、技術的に安全な実施

オレは宇宙の
曲芸キング…

安全でない

安心できない



内閣府
宇宙開発戦略推進事務局今後の取組（2.11.10） に基づく検討の流れ
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 宇宙交通管理のうち、軌道の設計、運用、退去その他の軌道利用の
あり方について、我が国として国際的な標準又は規範の形成を追求
していくべき事項及びその内容並びにその形成を主導していくため
の戦略をワーキンググループを中心に検討し、令和３年度中を目処
として、中長期的な取組方針を策定することを目指す。

１．軌道利用に関する標準等の形成に向けた取組

 スペースデブリに関し、関係省庁等は以下の措置に積極的に取り組
む。

(１) 政府衛星が運用終了後にデブリ化することを抑制するため、低
軌道衛星について、軌道を離脱させるか、軌道に残存すると予想
される期間が２５年以内である軌道に移動させることを定めた国
際ルールの遵守に加え、可能な限り、運用終了後に衛星を制御し
て、大気圏に突入するまでの期間を短縮させる。

(２) 今後打上げを行う政府衛星に対して、技術の開発状況等に応じ
て、デブリ化等をより確実に抑制するための対策を、あらかじめ
最大限講じる。

(３) デブリ除去の実現に向けて、ＪＡＸＡが令和４年度に計画して
いる商業デブリ除去関連技術実証の実施までに、前記１の検討の
一環として、軌道上サービスを行うに当たって共通に従うべき
我が国としてのルールを検討する。

２．デブリ低減に関する我が国の主体的・先行的取組

令和２年１２月より、軌道上サービスに関す
るサブワーキンググループにおいて検討。

令和３年５月末に第５回スペースデブリに関
する関係府省等タスクフォースにおいて
報告・公表。

（注１）

注１：スペースデブリに関する関係府省等タスクフォース大臣会合（令和２年１１月１０日）合意。
注２：２０２２年度に予定するCRD2フェーズ１のみならず、２０２５年度以降の同フェーズ２、２０２４年度に実証を予定しているレーザー照射によるADR等にも適用。

（注２）

今年末を目途に、サービス衛星の管理に係る
許可に関するガイドラインとして制定



内閣府
宇宙開発戦略推進事務局民間事業としての正当性確保

• 権利者との契約・同意及び表明保証

クライアント事業者との関係

• 対象物体に適用される登録国の規制に抵触しないこと
（登録国の手続きは契約によりクライアント事業者が実施)

注：併せて、国からの登録国にサービスを許可について通知

対象物体の登録国との関係

通知

合意（契約）

許可内容変更の
申請・届出

クライアン
ト事業者

サービス
事業者

契約書の写し等

対象物体
の登録国日本政府
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内閣府
宇宙開発戦略推進事務局手法・構造・運用計画における安全確保

• 十分な電源及び推進能力
• 姿勢・軌道制御のためのセンサー
• 異常検知・故障分離・安全化を処理できるコマンド・テレメトリ系
• 地上からの追跡を訴外しない塗料等 等

• 故障モードの識別とリスク低減
• レーザー照射等に係る安全対策
• サイバー・セキュリティの確保

対象物体の設計情報等の確認

サービス衛星の構造

構造及び管理計画による安全確保

サービス衛星の管理計画
• 軌道上における状態の把握
• サービス実行宙域の状況把握
• 安全な軌道設定
• 捕獲・結合時の安定運用の確保
• 対象物体の適切な軌道投入（注）

• 段階的な運用段階移行

あ、腕折れた…

注 施行規則との整合のための利用の方法として要求を具体化
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内閣府
宇宙開発戦略推進事務局

• 軌道上サービスに関するガイドラインの制定
• 許可したミッションの主要事項の公表
• ミッション主要事項の国連宇宙部への通知（⇒公表）

（宇宙条約第１１条又はＬＴＳガイドラインＢ.１項による）
• 適切な国際的協議への対応準備

正当性・安全性に係る透明性確保
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• ミッションの詳細の政府への報告
• ミッションの主要事項の公表
• 指定された公的ＳＳＡ組織への軌道暦・マヌーバ情報の提供
• 異常時の情報提供

政府の実施事項

事業者の実施事項

• 許可の前提となった正当性・安全性の信頼性をある程度の確度で評価する材料を提供
• 第三者が接近・衝突リスクに関する情報を入手する機会を提供



内閣府
宇宙開発戦略推進事務局【参考１】人工衛星を無力化する手法と軌道上サービス技術
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キラー衛星（ネット） 対衛星攻撃ミサイル

光学衛星等へのレーザー照射 地上管制施設へのサイバー攻撃地上・衛星間通信のスプーフィング・ジャミング

キラー衛星（アーム） キラー衛星（ジャミング）

キラー衛星（高出力マイクロ波）

キラー衛星（化学スプレー）

（注）９種の無力化手法の図は、防衛省作成資料（宇宙政策委員会第41回安全保障部会資料３、６ページ）の一部を内閣府において転載・加工。

よろしくね

軌道上サービス/
サービス衛星と技術
面・機能面で共通する
要素がある手法

ヨロコンデ！



内閣府
宇宙開発戦略推進事務局【参考２】宇宙空間の安定的利用に対する主な脅威事案等

7

※１ RPO ：接近・近接運用（Rendezvous and Proximity Operations）
※２ ASAT：対衛星（Anti-SATellite）

（注）図は、防衛省作成資料（宇宙政策委員会第41回安全保障部会資料３、７ページ）の一部を内閣府において転載・加工。

軌道上サービスと共通的な要素が含まれる事象



内閣府
宇宙開発戦略推進事務局【参考３】民生と安全保障の交錯場面における安心･安全を巡る国際動向
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 安全保障やTCBM（透明性・信頼醸成措置）は留意され
ているものの、個別の指針との関係は整理されず。

 ASAT等の軍事利用における行為は、必ずしも抑制されず。

宇
宙
機
の
両
用
性
の
た
め
、
意
図
・目
的

に
よ
り
分
別
す
る
ア
プ
ロ
ー
チ
に
は
限
界

 規制対象となるアセットを能力ではなく目的で区別して
おり、民生目的である限りは何ら規制されない。

 宇宙空間における配備・運用も可能。

 地球上にあるアセットを規制対象に含めていない。

 地球上での配備・備蓄や地球上からのASAT実験も可能。

 規制対象となる行為を態様ではなく意図と損害で区別
しており、損害発生に至らないか、又は民生目的である
限りは何ら規制されない。

 つきまとい等の損害発生に至らない危険行為も可能。

 目的や意図の検証に関わる問題を先送っている。

宇
宙
空
間
に
脅
威

を
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た
ら
す
行
為

は
、
地
球
上
で
も

準
備
・着
手
可
能

2008年 宇宙空間における兵器配置防止条約（PPWT）案 2007年 国連スペースデブリ低減ガイドライン

2019年 宇宙活動に関する長期持続可能性（LTS）ガイドライン

2020年 責任ある行動決議

2014年 宇宙空間における兵器配置防止条約（PPWT）案（２次案）

2013年 宇宙活動における透明性・信頼醸成措置に関する政府専門家会合報告書

2008年 宇宙活動に関する国際行動規範（ICOC）案

国連第１委員会・ジュネーブ軍縮会議（CD）等 国連第４委員会･宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）

2019年 責任ある行動等に係る共同ステートメント

 打上げ、デブリとASAT、SSA及び軌道上サービスの４
項目を挙げ、行動規範を確立する必要性等を指摘。

（出典：各種報道等）
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